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り、 （独）経済産業研究所としての見解を示すものではありません。  2
 









えると、 「仕事管理や時間管理など人材マネジメントと働き方の改革」が 1 階部分に、 「ワ
ーク・ライフ・バランス支援のための制度導入と制度を利用できる職場作り」 、すなわち育
児休業制度や短時間勤務制度などの制度導入とそれが活用できるようにするための対応が

























以上の問題意識のもとに、以下第 2 節では、WLB の実現に関わる企業の施策や職場マネ
ジメントに関する先行研究をまとめる。その上で第 3 節において、第 4 節以降で分析をす





に注目する。そこで、第 5 節では、企業の WLB 支援に関する取組について、第 6 節では
WLB の実現に関連する職場の状況について、イギリス、ドイツと比較しつつ、日本の特徴
を明らかにする。続く第 7 節は、第 4 節で取り上げた従業員の就業実態や就業意識等が、
第 5 節で取り上げた企業の制度・施策、そして第 6 節で取り上げた職場マネジメントの特
徴とどのように関連しているのかに着目した計量分析を行う。以上の分析を踏まえ、第 8
節で結論と考察をまとめている。 
2.  企業の施策や職場マネジメントに着目した研究動向 
(1)  ワーク・ライフ・バランス実現と企業の施策 














                                                  























な役割を担うとみられている。 管理職を企業の WLB 施策を効果的に実施する 「gatekeeper」
と表現する Hopkins （2005） は、 管理職が、 仕事と生活の問題に敏感であること （sensitive） 、
柔軟であること（flexible） 、支援的であること（helpful）が重要であるとしている。従業
員個々人の WLB を実現するにあたっては、 職場の管理職の役割が重要であるとの実証研究
が増えている。 







のパフォーマンスにマイナスの影響を及ぼす可能性を示している。 Blair-Loy and Wharton 
(2002)は、 支援的で力のある上司の存在が、 仕事と家庭の両立支援策の活用を促しキャリア
への影響を緩和するとしている。  5






  本研究では、企業が導入する制度・施策とともに職場の特徴が従業員の WLB に影響を及
ぼすと考えているが、 この問題意識に関連する研究として Allen(2001)がある。 Allen(2001)
においては、従業員が自身の勤務先を家族支援的な組織であると認識すること（FSOP：
Family-Supportive Organization Perceptions）が、仕事と家庭の葛藤（work-family 
conflict）の緩和や職務満足度等にプラスの効果をもたらすことを導いている。その際、家
族を支援する施策が単独でもたらす効果は限定的であり、家族支援的な管理者の存在によ





















                                                  
3 Scandura  and  Lankau（1997）、Friedman et al.（1999）など。 











  Ryan and Kossek (2008)も、組織の WLB 施策が従業員にとって「インクルージョン」
の認識につながるためには、人事政策の中でも WLB 政策が重要であるが、特に政策を運用
するための、①管理職の支援、②政策の普遍性（利用できる範囲の広さ） 、③交渉可能性、
④コミュニケーションの質、の 4 つの重要性を指摘する。 





(3)  わが国の働き方改革と職場マネジメント 
















































ント等の特徴が従業員の WLB の実現にどのように関わっているのかを明らかにしていく。  
 
                                                  
6  武石・佐藤（2011）では、時間制約を設定した働き方をモデル的に実践した職場における仕事管理・
時間管理の変化についての事例紹介がなされている。  8
3.  分析に用いるデータ 




①  日人：企業調査及び従業員調査 





有効回答：企業調査は 1677 社、従業員調査は 10069 人。 
調査実施時期：2009 年 12 月-2010 年 1 月 
②  イギリス、ドイツ：企業調査及び従業員調査 
対象：企業調査は従業員 250 人以上の企業約 200 社を対象に人事部門に調査を依
頼8。従業員調査は、調査会社への登録モニターのうち、規模 250 人以上の民間企
業に勤務するホワイトカラー正社員（permanent  worker）に対して実施。 
方法：企業調査は、人事担当マネジャーに対する電話調査。従業員調査は、web
調査。 
有効回答：イギリスは企業調査 202 社、 従業員調査 979 人。 ドイツは企業調査 201
社、従業員調査 1012 人。 
調査実施時期：企業調査は 2010 年 2 月-2010 年 6 月。 従業員調査は 2010 年 7 月。  
③  オランダ、スウェーデン：企業調査 
対象：企業調査について、従業員 250 人以上の企業約 100 社を対象に人事部門に
調査を依頼。 
方法：人事担当マネジャーに対する電話調査。 
有効回答：オランダ 100 社。スウェーデン 100 社。 
調査実施時期： 2010 年 2 月-2010 年 6 月。 
 
  このデータを用いて以下で分析を行うが、企業調査は 5 カ国のデータが利用できるが、
従業員調査は日本の他に利用できるのはイギリス、ドイツの 2 カ国となっている。また、
日本は企業経由で従業員調査を実施しているが、イギリス、ドイツではこの方法で実施が










4.  日本の就業実態や就業意識等の現状：国際比較による分析 
  まず、 日本の労働者の就業実態の現状をデータにより明らかにしていきたい。 ここでは、
主として、個人のデータが利用できるイギリス及びドイツと比較しながら日本の現状を明
らかにしていくが、部分的に企業データを用いて、オランダ、スウェーデンも参照してい
きたい。   
(1)  労働時間 
  わが国労働者の労働時間が長いことはよく知られているが、アンケート調査のデータに
より、労働時間の分布や就業時間の詳細を確認しておきたい。 
  まず、企業調査による正社員の週あたりの平均労働時間（表 1）である。日本では「45-50
時間未満」が半数弱を占め、 「45-50 時間未満」が 2 割程度を占めるが、イギリス、ドイツ
では「40 時間未満」が 6 割程度と高い割合である。日本を除く 4 カ国では、 「45 時間未満」
が 8～9 割と大部分を占めている。平均は、日本は 42 時間程度であるのに対して、他の 4
カ国は 39 時間前後と 40 時間を切っている。 
  正社員の労働時間を従業員調査により詳細にみていきたい（表 2） 。日本のみ、従業員調
査は企業調査の対象企業で働く従業員であるが、その日本のデータにおいて、企業調査と






時間以上」の割合が 36.0％で、イギリス 15.4％、ドイツ 19.6％と比べても高い割合となっ
ている。 
  また、労働時間を役職別に比較すると（表 3） 、3 カ国ともに課長、部長において労働時
間が長い傾向がみられるが、日本で特に労働時間が長い傾向がみられている。ドイツの「部
長」も労働時間が長い割合が比較的高いが、日本は、課長、部長で「50 時間以上」の割合
が 4 割を超え、平均労働時間もそれぞれ 47.13 時間、46.55 時間と長い傾向にある。  10















日本 規模計 1677 17.4 43.9 19.5 7.6 1.0 1.1 9.4 42.34
250人未満 1101 17.3 44.5 18.5 7.6 1.3 1.5 9.4 42.43
250-999人 419 16.7 43.0 21.5 8.4 0.5 0.5 9.5 42.49
1000人以上 118 20.3 44.9 18.6 4.2 0.0 0.8 11.0 40.91
イギリス 202 57.4 29.2 5.9 1.0 0.0 0.0 6.4 38.55
ドイツ 201 61.7 34.3 0.5 0.5 0.0 0.0 3.0 38.57
オランダ 100 45.0 47.0 1.0 2.0 0.0 0.0 5.0 38.79
スウェーデン 100 36.0 56.0 1.0 0.0 0.0 0.0 7.0 39.30  















日本 男女計 10069 11.8 33.4 21.4 16.8 4.0 7.2 5.5 44.77
男性 6708 8.8 27.3 23.6 21.1 5.1 9.9 4.3 46.03
女性 3258 18.0 45.8 17.2 8.0 1.8 1.8 7.4 42.10
イギリス 男女計 979 51.2 25.1 12.3 6.0 1.6 3.8 0.0 37.47
男性 473 39.7 29.0 15.9 8.2 3.0 4.2 0.0 39.81
女性 506 61.9 21.5 8.9 4.0 0.4 3.4 0.0 35.27
ドイツ 男女計 1012 31.9 40.2 13.4 8.4 2.2 3.9 0.0 39.94
男性 535 25.4 38.5 16.4 11.6 2.4 5.6 0.0 41.82
女性 477 39.2 42.1 10.1 4.8 1.9 1.9 0.0 37.83  















日本 役職計 10069 11.8 33.4 21.4 16.8 4.0 7.2 5.5 44.77
一般社員 4671 14.1 41.6 18.3 12.2 2.5 4.5 6.8 43.28
係長など 2745 10.8 30.8 23.4 17.5 4.6 8.2 4.8 45.32
課長 1905 8.1 20.7 24.8 24.5 6.4 11.9 3.6 47.13
部長以上 651 8.6 22.0 25.3 25.0 6.1 10.1 2.8 46.55
イギリス 役職計 979 51.2 25.1 12.3 6.0 1.6 3.8 0.0 37.47
一般社員 613 61.8 23.5 8.2 3.6 0.8 2.1 0.0 35.37
係長など 114 46.5 23.7 15.8 6.1 2.6 5.3 0.0 38.61
課長 130 30.0 34.6 16.9 10.8 2.3 5.4 0.0 41.18
部長以上 122 24.6 24.6 24.6 13.1 4.1 9.0 0.0 43.01
ドイツ 役職計 1012 31.9 40.2 13.4 8.4 2.2 3.9 0.0 39.94
一般社員 676 35.4 46.2 11.4 4.9 1.0 1.2 0.0 38.79
係長など 117 32.5 30.8 16.2 13.7 0.0 6.8 0.0 39.15
課長 95 22.1 29.5 21.1 11.6 5.3 10.5 0.0 42.69
部長以上 124 20.2 25.0 16.1 20.2 8.1 10.5 0.0 44.84   11
(2)  勤務形態 
  労働時間の長さに加えて、日本の働き方の特徴として、勤務形態が画一的である点を指
摘できる。 
 表 4 により従業員の現在の勤務形態を 3 カ国で比較すると、 日本では、 「フルタイム勤務」
が男女ともに 9 割を超え、イギリスの 75.7％、ドイツの 68.8％に比べて「フルタイム勤務」
の割合が非常に高い。一方で、 「フレックスタイム勤務」や「在宅勤務」 、 「短時間勤務」の
割合が非常に低い。 「フレックスタイム勤務」はドイツでは男女ともに 3 割にのぼり、後述
するように（表 16 参照） 、フレックスタイム制度の導入割合（90％）が高いことを反映し

















日本 男女計 10069 91.2 6.8 2.1 0.1 0.8 0.7
男性 6708 91.4 6.6 2.7 0.1 0.1 0.7
女性 3258 91.4 7.1 1.0 0.0 2.4 0.6
イギリス 男女計 979 75.7 13.2 7.5 8.0 15.4 2.3
男性 473 82.9 13.5 8.0 10.4 7.6 2.1
女性 506 69.0 12.8 6.9 5.7 22.7 2.6
ドイツ 男女計 1012 68.8 31.2 12.0 6.5 8.1 1.1
男性 535 75.5 30.8 12.9 7.5 3.2 0.7




こととしたい（表 5） 。まず始業時刻について、日本は 8 時台から 9 時台に約 9 割が集中し
ているのに対して、イギリスやドイツでは、 「6 時台」や「7 時台」の早い時間帯での始業
の割合が比較的多く、 「10 時台以降」 も日本より多いなど分散が大きい。 ドイツでは 5 割近
い従業員が 8 時よりも前に仕事を開始している。また、終業時刻については、労働時間の
長さを反映し、日本は「19 時台以降」も男性を中心に比較的高い割合を示しているが、ド
イツでは半数が「17 時より前」に仕事を終え、 「17 時台」までには男性でも 73.8％が、女
性では 83.0％が仕事を終えている状況にある。 
   
 
                                                  
9  調査では、この 1 か月の平均的な出勤日の状況について尋ねている。  12
表 5  始業時刻と就業時刻の分布 
【始業時刻】
（％）
ｎ 6時より前 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台以降 無回答
日本 男女計 10069 0.3 0.6 6.1 65.8 24.9 1.4 0.7
男性 6708 0.5 0.9 7.6 66.0 23.2 1.3 0.5
女性 3258 0.0 0.1 3.1 66.0 28.8 1.6 0.5
イギリス 男女計 979 2.3 4.2 14.1 41.7 27.3 8.9 1.5
男性 473 2.1 5.7 19.5 37.6 25.2 7.8 2.1
女性 506 2.6 2.8 9.1 45.5 29.2 9.9 1.0
ドイツ 男女計 1012 2.8 12.6 31.3 36.2 10.6 5.8 0.7
男性 535 3.4 12.5 29.5 37.6 10.7 5.2 1.1
女性 477 2.1 12.8 33.3 34.6 10.5 6.5 0.2
【終業時刻】
（％）
ｎ 17時より前 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台以降 無回答
日本 男女計 10069 3.7 39.8 25.1 18.6 8.2 2.7 1.1 0.8
男性 6708 2.9 32.3 25.6 22.9 10.8 3.5 1.6 0.6
女性 3258 5.6 55.3 24.3 9.9 3.1 1.0 0.3 0.6
イギリス 男女計 979 36.7 37.8 15.9 4.0 1.4 1.3 1.3 1.5
男性 473 34.7 34.9 19.2 5.3 1.7 0.8 1.3 2.1
女性 506 38.5 40.5 12.8 2.8 1.2 1.8 1.4 1.0
ドイツ 男女計 1012 51.1 27.1 14.1 4.3 1.2 0.6 0.9 0.7
男性 535 45.2 28.6 16.6 5.6 1.1 0.7 0.9 1.1














 表7 により勤務形態別に平均労働時間をみると、日本では、 「裁量労働制」については、
該当者の労働時間が非該当者に比べて 3.4 時間ほど長く、 裁量労働制の場合に労働時間が長
くなる傾向が確認できる。一方、 「フレックスタイム勤務」については、イギリスで該当者 13
の労働時間が 2.4 時間ほど短くなる傾向がみられるが、 日本とドイツではそうした傾向はみ
られず、ドイツでは該当者が若干長い傾向にある。また、 「短時間勤務」の従業員の労働時
間をみると、日本は 34.2 時間であるが、イギリス、ドイツは 20 時間台とかなり短いとい
う特徴がある。 
表 6  始業時刻別にみた終業時刻 
（％）
ｎ 17時より前 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台以降 無回答
日本 6時より前 33 51.5 12.1 24.2 0.0 6.1 0.0 6.1 0.0
6時台 62 8.1 16.1 33.9 19.4 14.5 6.5 1.6 0.0
7時台 619 6.6 25.2 30.2 23.1 9.7 4.0 1.1 0.0
8時台 6629 4.0 47.4 20.9 16.8 7.4 2.4 1.0 0.1
9時台 2508 1.6 27.5 35.8 21.3 9.6 2.9 1.0 0.2
10時台以降 144 2.8 2.8 15.3 45.8 16.0 6.3 11.1 0.0
イギリス 6時より前 23 73.9 13.0 4.3 8.7 0.0 0.0 0.0 0.0
6時台 41 75.6 7.3 14.6 0.0 2.4 0.0 0.0 0.0
7時台 138 58.7 18.1 12.3 9.4 1.4 0.0 0.0 0.0
8時台 408 37.3 43.1 15.4 2.5 0.7 0.7 0.2 0.0
9時台 267 16.1 57.7 21.3 3.4 0.4 0.7 0.4 0.0
10時台以降 87 40.2 10.3 13.8 5.7 8.0 9.2 12.6 0.0
ドイツ 6時より前 28 85.7 7.1 3.6 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0
6時台 128 85.2 10.2 2.3 1.6 0.8 0.0 0.0 0.0
7時台 317 67.8 21.1 9.1 1.6 0.3 0.0 0.0 0.0
8時台 366 36.6 42.3 16.1 4.4 0.5 0.0 0.0 0.0
9時台 107 23.4 28.0 34.6 9.3 3.7 0.9 0.0 0.0
10時台以降 59 16.9 11.9 23.7 16.9 6.8 8.5 15.3 0.0  






日本 非該当 44.57 44.81 44.70 44.86
該当 44.79 44.34 48.17 34.20
イギリス 非該当 27.61 37.79 37.39 40.34
該当 40.64 35.33 38.44 21.72
ドイツ 非該当 36.46 39.66 40.11 41.09









表 8  フレックスタイム勤務者の始業時刻と就業時刻 
【始業時刻】
（％）
ｎ 6時より前 6時台 7時台 8時台 9時台 10時台以
降
無回答
日本 全体 10069 0.3 0.6 6.1 65.8 24.9 1.4 0.7
非該当 9388 0.3 0.6 6.4 66.1 24.4 1.4 0.8
該当 681 0.3 0.1 3.2 62.8 31.6 1.8 0.1
イギリス 全体 979 2.3 4.2 14.1 41.7 27.3 8.9 1.5
非該当 850 2.4 4.5 12.8 42.9 26.4 9.4 1.6
該当 129 2.3 2.3 22.5 33.3 33.3 5.4 0.8
ドイツ 全体 1012 2.8 12.6 31.3 36.2 10.6 5.8 0.7
非該当 696 3.6 11.8 29.6 37.4 10.6 6.3 0.7
該当 316 0.9 14.6 35.1 33.5 10.4 4.7 0.6
【終業時刻】
（％）
ｎ 17時より前 17時台 18時台 19時台 20時台 21時台 22時台以降 無回答
日本 全体 10069 3.7 39.8 25.1 18.6 8.2 2.7 1.1 0.8
非該当 9388 3.7 40.2 24.9 18.5 8.2 2.7 1.1 0.9
該当 681 4.8 33.5 27.9 19.7 9.0 3.2 1.9 0.0
イギリス 全体 979 36.7 37.8 15.9 4.0 1.4 1.3 1.3 1.5
非該当 850 34.4 39.3 16.5 3.9 1.5 1.3 1.5 1.6
該当 129 51.9 27.9 12.4 4.7 0.8 1.6 0.0 0.8
ドイツ 全体 1012 51.1 27.1 14.1 4.3 1.2 0.6 0.9 0.7
非該当 696 50.6 26.0 15.4 4.6 1.1 0.6 1.0 0.7
該当 316 52.2 29.4 11.4 3.8 1.3 0.6 0.6 0.6  
注：「該当」が「フレックス勤務を行っている」に該当する者である。 
 





のような特徴があるだろうか。 ここでは、 第 6 節の計量分析において WLB の実現をとらえ










を感じる」の 3 項目に関して、5 段階（ 「あてはまる」から「あてはまらない」 ）で評
価を求めている。第 6 節の回帰分析においては、この 3 項目の点数（ 「当てはまる」




ようとする意識が高い」 「個人の事情に応じて柔軟に働きやすい職場である」の 6 項
目に関して、回答者の職場が他の職場と比較してどのような状況かについての主観
判断を 5 段階評価で求めている。 
 




ける業務効率化などにつながらなければ、 組織として WLB 支援に取り組むインセンティブ
が低下してしまう。職場にどのような影響、効果をもたらすのかを同時に検証することが
重要と考える。 
  まず、WLB 満足度であるが（表 9） 、イギリス、ドイツでは、 「満足している」がともに
2 割強、 「どちらかといえば満足している」が 4 割弱と満足している割合が 6 割以上を占め
るが、 日本では 36.0%にとどまっている。 「満足していない」 10.0％、 「どちらかといえば満
足していない」が 20.7％と、3 割が満足していない状況にある。日本では WLB 満足度がイ
ギリス、ドイツに比べて低い傾向が確認できる。 
















日本 男女計 10069 8.0 28.0 31.9 20.7 10.0 1.4
男性 6708 7.4 27.7 33.2 20.9 10.4 0.3
女性 3258 9.5 29.2 29.9 20.9 9.4 1.0
イギリス 男女計 979 21.0 39.4 14.6 17.5 7.5 0.0
男性 473 19.9 38.3 16.5 18.0 7.4 0.0
女性 506 22.1 40.5 12.8 17.0 7.5 0.0
ドイツ 男女計 1012 21.5 35.0 28.3 10.6 4.6 0.0
男性 535 20.6 34.0 31.6 9.3 4.5 0.0
女性 477 22.6 36.1 24.5 11.9 4.8 0.0
  16
  次に、過剰就業の状況である（表 10） 。現在の時間当たり賃金を前提にして、労働時間を
「減らしたい」と回答した割合を「過剰就業」している者とみなす。この比率をみると、
日本は 24.7％、イギリス 15.7％、ドイツ 6.3％と、日本が最も多く 4 人に 1 人が過剰就業
の状態にあるとみられる。 
表 10  現在の時間当たり賃金を前提とした労働時間の選好 
（％）
ｎ 増やす 変えない 減らす わからない 無回答
日本 男女計 10069 7.9 49.0 24.7 17.7 0.7
男性 6708 8.6 49.2 24.1 17.8 0.4
女性 3258 6.5 49.2 26.0 17.6 0.6
イギリス 男女計 979 11.5 58.1 15.7 14.6 0.0
男性 473 11.0 59.2 13.1 16.7 0.0
女性 506 12.1 57.1 18.2 12.6 0.0
ドイツ 男女計 1012 10.1 64.9 6.3 18.6 0.0
男性 535 10.1 65.2 6.0 18.7 0.0
女性 477 10.1 64.6 6.7 18.4 0.0  
 
日本のみで調査した勤め先や職場に対するコミットメントに関しては、 表 11 に示したが、
3 項目とも 4 割程度が肯定意見となっている。 














日本 男女計 10069 7.2 33.5 39.9 13.0 5.2 1.2
男性 6708 7.5 34.2 39.8 13.2 5.0 0.2














日本 男女計 10069 7.3 32.4 39.9 12.6 6.6 1.3
男性 6708 8.9 37.5 37.3 10.9 5.1 0.3














日本 男女計 10069 8.6 32.6 39.1 11.8 6.6 1.3
男性 6708 9.5 34.1 38.7 11.5 5.9 0.3
女性 3258 7.0 30.3 40.8 12.9 8.3 0.7
 
  17
  続いて職場のパフォーマンスについての判断についてみていきたい（表 12） 。質問は、こ
こにあげた 6 つの項目について、 「他の職場と比較してあなたの職場はどうか」という設問
であり、比較する職場は同一社内か他社かは必ずしも明確ではないが、職場の相対的なパ
フォーマンスを示す主観指標として分析に用いている。 
  ここで取り上げている 6 つの項目のうち、 「個人の事情に応じて柔軟に働きやすい」を除
く 5 項目については、日本は肯定する割合（ 「そう思う」 「どちらかと言えばそう思う」を
合わせた割合）が最も低く、特に低い項目が「職場の業績はよい」と「職場のメンバーの






































日本 男女計 10069 5.6 24.8 44.3 14.7 9.1 1.5 6.6 37.7 33.4 15.6 5.3 1.4
男性 6708 6.1 25.9 43.2 15.1 9.3 0.4 6.3 37.9 34.0 16.3 5.2 0.3
女性 3258 4.7 23.1 47.5 14.4 8.9 1.3 7.6 38.5 32.9 14.5 5.6 1.0
イギリス 男女計 979 29.3 43.0 18.4 6.7 2.6 0.0 25.5 41.4 19.5 10.6 3.0 0.0
男性 473 31.7 41.6 18.2 5.9 2.5 0.0 26.6 41.4 20.3 9.5 2.1 0.0
女性 506 27.1 44.3 18.6 7.5 2.6 0.0 24.5 41.3 18.8 11.7 3.8 0.0
ドイツ 男女計 1012 24.2 51.6 20.4 3.1 0.8 0.0 19.9 48.0 25.5 5.5 1.1 0.0
男性 535 24.9 51.8 19.8 2.6 0.9 0.0 19.8 48.6 25.2 5.8 0.6 0.0





























日本 男女計 10069 7.1 39.1 35.1 13.0 4.3 1.4 3.1 22.6 47.9 18.7 6.2 1.4
男性 6708 7.2 40.4 35.1 12.9 4.1 0.4 3.2 23.6 48.0 19.2 5.6 0.4
女性 3258 7.0 37.5 36.0 13.6 5.0 1.0 3.1 21.2 48.9 18.3 7.5 1.0
イギリス 男女計 979 17.7 36.9 19.3 16.0 10.1 0.0 17.7 35.4 24.0 15.4 7.5 0.0
男性 473 18.4 37.4 21.1 13.7 9.3 0.0 18.0 37.8 22.4 15.0 6.8 0.0
女性 506 17.0 36.4 17.6 18.2 10.9 0.0 17.4 33.2 25.5 15.8 8.1 0.0
ドイツ 男女計 1012 18.3 41.6 27.3 10.7 2.2 0.0 18.2 44.4 27.3 8.3 1.9 0.0
男性 535 19.6 43.2 27.3 8.0 1.9 0.0 20.0 44.9 26.5 7.3 1.3 0.0





























日本 男女計 10069 5.8 35.8 38.1 14.3 4.5 1.4 10.5 43.3 29.8 10.1 5.0 1.4
男性 6708 6.0 37.8 37.7 13.9 4.2 0.4 9.7 44.1 31.0 10.3 4.7 0.3
女性 3258 5.5 32.7 39.9 15.6 5.3 1.0 12.4 42.9 28.3 9.8 5.7 0.9
イギリス 男女計 979 19.9 43.1 20.8 11.2 4.9 0.0 17.7 32.4 21.8 14.9 13.3 0.0
男性 473 21.6 42.5 22.4 9.5 4.0 0.0 19.9 32.1 22.4 12.1 13.5 0.0
女性 506 18.4 43.7 19.4 12.8 5.7 0.0 15.6 32.6 21.1 17.6 13.0 0.0
ドイツ 男女計 1012 20.7 49.5 23.1 5.5 1.2 0.0 24.5 43.7 20.8 6.4 4.5 0.0
男性 535 21.3 50.1 23.0 4.5 1.1 0.0 25.2 44.5 21.9 4.9 3.6 0.0






5.  企業の WLB 支援策の現状 





働く人の WLB の実現が、企業の制度・施策の実施や職場の状況とどう関連しているのかに 19
ついて分析を進めることとしたい。 




その結果をみると、 まず取組姿勢に関して日本企業の積極的な姿勢がうかがえる （表 13） 。
いずれの規模も高い平均ポイントを示し、 特に 1000 人以上の大企業では取組姿勢のポイン




表 13  企業の WLB 支援に対する取組姿勢（企業調査） 
(%) （ポイント）
ｎ01234567891 0 無 回 答 平均
日本 規模計 1677 0.1 0.1 0.3 2.0 1.8 17.5 12.6 25.5 27.1 5.5 7.0 0.5 6.95
250人未満 1101 0.2 0.1 0.2 1.8 2.1 18.6 12.9 25.9 26.2 5.0 6.5 0.5 6.89
250-999人 419 0.0 0.2 0.7 3.1 1.9 15.8 11.5 24.6 30.5 5.3 6.0 0.5 6.93
1000人以上 118 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.2 12.7 28.8 25.4 8.5 14.4 0.0 7.53
イギリス 202 1.0 0.5 2.5 4.0 4.5 15.8 8.4 21.8 19.8 4.0 15.8 2.0 6.83
ドイツ 201 5.5 2.5 4.5 8.0 5.5 17.9 9.5 17.4 21.4 3.5 3.5 1.0 5.68
オランダ 100 1.0 0.0 1.0 2.0 4.0 7.0 16.0 30.0 32.0 6.0 1.0 0.0 6.85
スウェーデン 100 2.0 1.0 3.0 2.0 4.0 16.0 5.0 25.0 24.0 8.0 9.0 1.0 6.75 
注：取組姿勢は「貴社ではどの程度、社員の生活に配慮すべきと考えていますか」に対して 0 から 10 ポイント（10
点は「当然配慮すべきである」）で点数化したもの。 
 

















表 14  企業の WLB 支援に対する取組状況（企業調査） 
(%) （ポイント）
ｎ01234567891 0 無 回 答 平均
日本 規模計 1677 0.8 1.2 2.4 7.4 6.0 32.3 15.4 14.7 12.5 3.5 3.0 0.8 5.75
250人未満 1101 1.0 1.1 2.4 8.2 6.1 33.5 15.9 13.9 11.2 3.3 2.7 0.8 5.66
250-999人 419 0.5 1.4 2.9 6.9 6.4 29.6 14.6 17.2 14.6 3.1 1.9 1.0 5.78
1000人以上 118 0.0 0.8 0.8 2.5 2.5 28.8 13.6 17.8 19.5 5.1 8.5 0.0 6.57
イギリス 202 3.0 1.5 1.0 4.0 5.4 14.4 12.4 19.3 22.3 4.0 12.9 0.0 6.61
ドイツ 201 6.0 0.5 4.5 5.5 6.0 23.4 10.4 18.4 16.4 4.5 4.5 0.0 5.75
オランダ 100 2.0 0.0 2.0 4.0 3.0 22.0 15.0 27.0 16.0 7.0 2.0 0.0 6.28
スウェーデン 100 9.0 0.0 4.0 3.0 3.0 27.0 11.0 18.0 15.0 3.0 7.0 0.0 5.73 
注：取組状況は「貴社は同業他社に比べ社員の仕事と生活の調和に積極的に取り組んでいますか」に対して 0 か
ら 10 ポイント（10 点は「取り組んでいる」）で点数化したもの。 
 
表 15  従業員からみた企業の WLB 取組状況の評価（従業員調査） 
(%) （ポイント）
ｎ01234567891 0 無 回 答 平 均
日本 男女計 10069 5.1 3.8 7.6 13.3 8.6 23.9 10.2 11.4 9.8 2.4 1.8 2.2 4.82
男性 6708 4.8 3.8 7.9 13.3 8.2 23.7 11.1 11.9 9.9 2.2 1.6 1.5 4.84
女性 3258 5.8 3.7 7.0 13.5 9.1 24.4 8.3 10.3 9.9 2.7 2.1 3.0 4.78
イギリス 男女計 979 10.4 2.6 5.8 9.2 6.7 21.0 10.9 16.8 9.2 2.5 4.9 0.0 5.01
男性 473 8.7 2.7 6.3 9.3 6.1 23.5 11.2 16.1 9.7 2.1 4.2 0.0 5.04
女性 506 12.1 2.4 5.3 9.1 7.3 18.8 10.7 17.4 8.7 2.8 5.5 0.0 4.99
ドイツ 男女計 1012 13.2 3.5 6.8 9.1 9.3 20.3 11.0 12.4 7.0 2.8 4.7 0.0 4.64
男性 535 12.1 2.8 7.9 9.9 9.0 20.0 11.2 12.5 6.5 3.0 5.0 0.0 4.69
女性 477 14.5 4.2 5.7 8.2 9.6 20.5 10.7 12.2 7.5 2.5 4.4 0.0 4.58  
注：取組の評価は「あなたの現在の勤め先の会社は、同業他社に比べ、社員の仕事と生活の調和を図るための
施策に取り組んでいますか」に対して 0 から 10 ポイント（10 点は「取り組んでいる」）で点数化したもの。 
 
  それでは、企業において、具体的にどのような制度・施策が導入されているのだろうか。 






























日本 規模計 1677 27.2 24.4 4.3 22.5 -
250人未満 1101 21.3 18.3 3.5 17.0 -
250-999人 419 32.5 30.1 4.8 26.7 -
1000人以上 118 64.4 58.5 9.3 57.6 -
イギリス 202 50.0 48.5 67.3 31.7 56.9
ドイツ 201 29.4 90.0 51.2 11.4 41.8
オランダ 100 31.0 69.0 52.0 29.0 34.0
スウェーデン 100 56.0 88.0 71.0 25.0 12.0  
注：日本では「ジョブ・シェアリング」を行うケースは極めて少ないため質問していない。 
 
(2) WLB の取組の評価に影響する要因 






  企業の分析結果と従業員の分析結果を表 17 と表 18 に示している。 
  まず、表 17 の企業の分析結果であるが、 「WLB の取組」は企業の取組姿勢の評価を高め





児・介護以外） 」 「半日単位の有給休暇制度」の 3 つの制度に関して有意に正の係数となっ
ている。これらの制度導入が企業の WLB の自己評価を高めているといえる。 
                                                  
10  ただし、日本と他の 2 カ国では、質問している項目に違いがあることを考慮する必要がある。  22
一方で、イギリスでは、 「正社員の 1 人当たりの 1 週間の平均労働時間数」が有意にマイ















を実施することで企業の WLB 支援の取組状況の評価を高めるといえる。また、 「労働時間
削減のための取組」も有意にプラスの効果を示している。次にイギリスでは、 「育児や介護
のための休業制度」 「短時間勤務制度」 「フレックスタイム制度」 「在宅勤務制度」のいずれ
もプラスで有意になっており、 制度導入が企業の WLB への取組状況に対する従業員の評価
を高めている。またドイツでは、 「短時間勤務制度」 「フレックスタイム制度」 「在宅勤務制
度」において有意にプラスの係数となっており、制度導入の影響が指摘できる。 
 も う 1 点重要なことは、従業員本人の労働時間の影響である。日本では、労働時間が｢35
時間未満｣と短い層、労働時間が｢45 時間以上｣と長い層の両方で、有意にマイナスの係数と




日本の企業では、 自社の WLB の取組評価にあたって社員の平均労働時間の長短は関係がみ
られないが、 従業員調査では労働時間が長いと明らかに企業の WLB 取組の評価が低下して
おり、 従業員自身の働き方の現状が WLB の取組の評価に強い影響力を持っていることが明
らかになった。従業員が勤め先の政策を評価する際に、労働時間の実態は、企業が考える
以上に重要な要因となっている可能性が高い。   




表 17  企業のＷＬＢ取組状況に関する企業自身の評価に影響する要因分析（企業調査） 
（OLS 推計： 「同業他社と比較した WLB への取組姿勢」への評価（0-10 点で評価） ） 
 
係数 係数 係数
定数 4.794 *** 8.766 *** 5.929 **
規模（基準：1000人以上）
　　規模250人未満ダミー -.067 -.414 .157
　　規模250-500人未満ダミー -.192 .252 -.222
　　規模500-1000人未満ダミー -.029 .254 -.145
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .995 *** -.681 -2.834 **
　　業種：卸売業・小売業ダミー .109 1.876 *** .525
　　業種：飲食・サービスダミー -.029 .290 -.153
　　業種：その他ダミー .171 .828 .294
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
①法を上回る育児休業制度 .643 *** .432 .132
②法を上回る介護休業制度 -.244 .532 .607
③育児・介護のための短時間勤務制度 .137 - -
④フレックスタイム制度 .085 .153 .196
⑤裁量労働制（企画・専門型） -.185 -.384 .146
⑥在宅勤務制度 -.205 .120 .378
⑦長期休業制度（育児・介護・傷病以外で1か月以上） .146 - -
⑧短時間勤務制度（育児・介護以外） .301 ** .630 .406
⑨半日単位の有給休暇制度 .234 ** - -
⑬ＷＬＢの取組 1.435 *** 1.006 ** 1.769 ***
⑭長時間労働是正のための組織的な取組 .056 - -
⑮有給休暇取得促進のための組織的な取組 .138 - -
正社員の一人当たりの1週間の平均実労働時間（時間） .002 -.099 ** -.035
サンプル数 1316 170 192





2.有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満 
    24
  表 18  企業のＷＬＢ取組状況に関する従業員の評価に影響する要因分析（従業員調査） 
（OLS 推計： 「同業他社と比較した WLB への取組姿勢」への評価（0-10 点で評価） ） 
   
係数 係数 係数
定数 4.589 *** 3.188 *** 4.018 ***
性別ダミー(男性＝1） .310 *** .165 .029
年齢（基準：20代）
年齢(30代ダミー） -.392 *** -.064 -.376
年齢(40代ダミー） -.445 *** -.405 -.588 **
年齢(50代以上ダミー） -.611 *** -.256 -.462
配偶者ありダミー（配偶者あり＝1） .089 -.247 .108
子どもありダミー（子どもあり＝1） .188 ** .307 * .444 **
学歴（基準：高卒以下）
大卒ダミー -.032 -.053 -.263
短大・専門卒ダミー -.074 .166 -.101
職種（基準：事務）
職種（専門・技術） -.179 ** .150 -.097
職種（管理） .130 * .187 .483 *
職種（営業） .301 *** -.604 -.890
職種（販売、サービス、その他） .089 -.030 -.173
規模（基準：1000人以上）
　　規模250人未満ダミー -.750 ***
　　規模250-500人未満ダミー -.686 *** -.491 ** -.039
　　規模500-1000人未満ダミー -.622 *** -.007 -.183
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .064 .034 .898 *
　　業種：卸売業・小売業ダミー -.062 -.291 .109
　　業種：飲食・サービスダミー -.015 -.301 -.722 ***
　　業種：その他ダミー .383 ** -.101 .117
週の労働時間（基準：40-45時間未満）
労働時間35時間未満ダミー -.441 *** .305 -.162
労働時間35-40時間未満ダミー .094 .323 .088
労働時間45-50時間未満ダミー -.185 ** .040 -.562 **
労働時間50-55時間未満ダミー -.338 *** -.381 -.931 ***
労働時間55-60時間未満ダミー -.685 *** -.851 -.523
労働時間60時間以上ダミー -1.119 *** -.923 ** -.207
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .403 *** 1.091 *** -.103
短時間勤務制度ありダミー .410 *** .634 *** .509 **
フレックスタイム制度ありダミー .184 *** 1.185 *** .515 **
在宅勤務制度ありダミー .041 .343 * .973 ***
労働時間削減取組ダミー 1.043 ***
サンプル数 7189 977 1010
調整済み R2 乗 .119 .167 .096
ドイツ 日本 イギリス
 
注：有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満 
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6.   WLB 実現に関連する職場マネジメントの現状 
  企業レベルの現状に続いて、次に職場レベルにおける現状分析をしていくこととする。 
  職場の状況に関しては、従業員調査において、仕事の特徴、管理職の職場管理の特徴、








  31 の項目を集約するために、 日本の調査結果を使って因子分析を行った
12。 仕事の特徴で




13。   
                                                  
12因子分析の概要は、巻末補論を参照されたい。 
13  多重比較により平均値の差を検定した結果、9 項目すべてで日本の平均値が有意（1%水準）に低い
ことが確認された。  26
 


















日本 19.9 31.6 35.7 8.8 3.5 0.5
イギリス 36.0 36.0 16.2 10.4 1.4 0.0
ドイツ 36.5 38.4 20.4 4.1 0.7 0.0
日本 17.5 29.5 32.0 14.1 6.4 0.5
イギリス 46.5 33.1 10.2 7.3 3.0 0.0
ドイツ 29.9 33.8 21.2 9.8 5.2 0.0
日本 23.8 35.3 22.2 13.5 4.6 0.5
イギリス 30.6 41.2 13.7 10.9 3.6 0.0
ドイツ 33.8 40.0 17.0 8.0 1.2 0.0
日本 35.1 43.5 15.8 3.9 1.3 0.5
イギリス 23.4 34.0 14.1 15.8 12.7 0.0
ドイツ 26.9 35.9 17.6 10.5 9.2 0.0
日本 17.3 37.1 32.7 9.0 3.2 0.7
イギリス 40.0 44.9 8.7 5.2 1.1 0.0
ドイツ 33.1 40.4 19.0 6.2 1.3 0.0
日本 18.0 33.5 34.6 9.2 4.1 0.5
イギリス 54.2 32.3 9.3 2.5 1.7 0.0
ドイツ 31.5 38.6 21.3 6.3 2.2 0.0
日本 22.1 35.8 23.8 12.7 5.0 0.6
イギリス 44.6 35.3 8.8 7.6 3.7 0.0
ドイツ 31.2 36.6 20.8 8.9 2.5 0.0
日本 26.9 37.2 20.6 10.8 3.8 0.7
イギリス 35.1 34.7 11.5 11.0 7.6 0.0
ドイツ 27.2 36.3 19.7 11.7 5.2 0.0
日本 10.7 27.0 35.8 15.9 9.7 1.0
イギリス 21.2 30.1 23.5 15.0 10.1 0.0
ドイツ 17.2 31.6 29.8 14.8 6.5 0.0
日本 31.0 35.7 20.4 9.3 3.0 0.6
イギリス 39.7 34.2 14.8 9.1 2.1 0.0













































日本 10.5 30.9 41.7 8.9 7.2 0.8
イギリス 34.9 38.1 19.0 6.1 1.8 0.0
ドイツ 30.8 43.9 20.4 3.6 1.4 0.0
日本 3.4 10.3 36.0 22.6 27.1 0.6
イギリス 13.9 26.8 30.1 18.9 10.3 0.0
ドイツ 15.3 27.3 33.8 15.7 7.9 0.0
日本 10.0 27.4 36.1 15.9 9.7 0.9
イギリス 18.6 32.7 23.2 18.3 7.3 0.0
ドイツ 19.6 38.3 26.7 11.7 3.8 0.0
日本 6.7 25.3 38.7 17.8 10.7 0.7
イギリス 19.7 31.1 23.1 17.6 8.6 0.0
ドイツ 18.2 38.4 26.9 11.3 5.2 0.0
日本 9.8 34.6 32.1 14.7 8.1 0.7
イギリス 21.7 41.2 17.3 14.4 5.5 0.0
ドイツ 23.8 44.2 22.1 7.0 2.9 0.0
日本 9.0 28.2 36.0 15.7 10.4 0.8
イギリス 23.8 34.3 18.9 16.6 6.3 0.0
ドイツ 27.4 39.1 23.2 6.8 3.5 0.0
日本 9.4 27.6 37.6 15.3 9.3 0.7
イギリス 20.8 34.4 23.2 16.2 5.3 0.0
ドイツ 21.7 36.2 26.5 10.0 5.6 0.0
日本 14.3 37.5 30.8 10.9 5.8 0.7
イギリス 23.0 38.6 16.1 15.3 6.9 0.0
ドイツ 28.3 38.1 22.1 8.4 3.1 0.0
日本 12.1 36.5 31.8 12.4 6.5 0.7
イギリス 25.7 35.5 19.0 13.0 6.7 0.0
ドイツ 22.7 40.3 22.9 10.7 3.4 0.0
日本 13.0 29.8 37.6 11.4 7.3 0.8
イギリス 22.8 35.6 21.3 13.4 6.8 0.0
ドイツ 21.7 38.1 27.2 9.1 3.9 0.0
日本 11.1 31.7 34.8 12.5 9.1 0.7
イギリス 23.7 33.8 20.4 14.5 7.6 0.0
ドイツ 19.6 40.3 24.6 11.1 4.4 0.0
日本 19.4 35.0 30.8 8.3 5.7 0.7
イギリス 37.5 34.5 15.7 7.6 4.7 0.0

















































日本 7.5 18.7 19.8 26.2 27.4 0.4
イギリス 12.0 19.8 15.7 30.2 22.3 0.0
ドイツ 11.7 21.1 23.8 25.4 18.0 0.0
日本 3.0 9.5 25.1 33.0 28.9 0.5
イギリス 18.8 31.6 20.9 19.8 8.9 0.0
ドイツ 16.7 32.8 29.2 15.3 5.9 0.0
日本 15.1 28.0 28.9 17.3 10.1 0.6
イギリス 31.4 41.2 14.5 9.5 3.5 0.0
ドイツ 27.3 44.0 22.3 5.1 1.3 0.0
日本 17.5 41.5 30.7 6.8 2.9 0.6
イギリス 28.0 43.5 15.3 9.6 3.6 0.0
ドイツ 29.6 44.5 19.4 4.8 1.7 0.0
日本 1.6 7.9 19.1 26.9 44.0 0.5
イギリス 10.4 23.1 14.1 26.3 26.1 0.0
ドイツ 10.4 20.4 24.4 25.4 19.5 0.0
日本 8.4 33.9 34.3 15.0 7.8 0.7
イギリス 26.8 44.8 17.0 8.9 2.6 0.0
ドイツ 25.7 44.8 23.5 4.8 1.2 0.0
日本 10.3 30.8 27.3 19.0 11.8 0.8
イギリス 31.3 47.3 10.0 8.5 3.0 0.0
ドイツ 29.0 42.8 20.9 5.2 2.1 0.0
日本 14.6 33.3 34.2 10.6 6.5 0.8
イギリス 41.7 36.6 13.8 5.7 2.2 0.0
ドイツ 29.4 40.4 21.8 6.6 1.7 0.0
日本 8.1 23.7 35.4 17.7 14.3 0.8
イギリス 27.9 37.4 18.0 12.0 4.8 0.0






















  表 20  仕事の特徴等 
 
日本 9972 3.59 .859
イギリス 979 4.03 .856
ドイツ 1012 3.87 .795
日本 9942 3.69 .680
イギリス 979 3.94 .699
ドイツ 1012 3.87 .704
日本 9930 3.48 .840
イギリス 979 3.75 .853
ドイツ 1012 3.64 .807
日本 10007 2.40 1.094
イギリス 979 3.15 1.185
ドイツ 1012 3.26 1.136
日本 9873 3.24 .833
イギリス 979 3.55 .972
ドイツ 1012 3.70 .834
日本 9944 3.33 .744
イギリス 979 3.93 .772
ドイツ 1012 3.91 .718
日本 10025 2.53 1.275
イギリス 979 2.69 1.332














7.  従業員の WLB 実現に関連する企業、職場の要因分析 
(1)  分析の内容 







①   労働時間の長さ 
②   過剰就業意識（労働時間を減らしたいか否か） 
③   WLB 満足度 
④   勤め先や職場に対するコミットメント（日本のみ） 
⑤   職場のパフォーマンスの判断（6 項目） 
 
一方の説明変数は以下のとおりである。 
まず第 1 に、 「企業の WLB 関連制度・施策の導入」については、従業員調査の回答を利
用し




①   育児や介護のための休業制度 
②   短時間勤務制度 
③   フレックスタイム制度 
④   在宅勤務制度 
⑤   労働時間削減のための取組：日本のみの項目。 「あなたの職場では長時間労働の
削減に取り組んでいますか」に対して「積極的に取り組んでいる」 「取り組んで






いる」と回答した場合に「1」 、 「部署の中で心がけている程度」 「特に取り組んで
いない」と回答した場合に「0」のダミー変数。 
 
  「仕事や職場の特徴」については、第 6 節で示した項目を使用する。仕事の特徴で 3 つ、






①   仕事の特徴：仕事量の多さ 
②   仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 
③   仕事の特徴：連携・調整業務 
④   上司の特徴：残業や休日出勤を評価 
⑤   上司の特徴：支援的な上司 
⑥   職場の特徴：助け合い職場 





(2)  労働時間 
  労働時間の長さに影響する要因の分析結果をみていきたい（表 21） 。 







  仕事や職場の特徴に関しては、3 カ国とも「仕事の特徴：仕事量の多さ」が有意にプラス
の係数でありこれは当然であろう。 「上司の特徴：支援的な上司」は、3 カ国ともマイナス
で、上司のマネジメントスタイルが職場の労働時間の長さに強い影響を及ぼしている。ま









の効果であるが、ドイツは 40 代、50 代でプラスの係数であるが、日本、イギリスは年齢の
効果はみられず、日本は有意ではないもののマイナスの係数で、若い年齢ほど労働時間が










  表 21  労働時間の長さに影響する要因 
（OLS 推計：週の労働時間数） 
日本 イギリス ドイツ
係数 係数 係数 係数 係数 係数
定数 37.304 *** 35.032 *** 34.624 *** 35.129 *** 29.349 *** 28.179 ***
性別ダミー(男性＝1） 2.179 *** 2.062 *** 2.083 *** 2.165 *** 2.349 *** 2.405 ***
年齢（基準：20代）
年齢(30代ダミー） -.404 -.218 -.059 -.128 1.265 1.376
年齢(40代ダミー） -.411 -.207 .411 .366 2.343 ** 2.641 ***
年齢(50代以上ダミー） -.535 -.285 1.033 1.030 3.269 *** 3.595 ***
配偶者ありダミー（配偶者あり＝1） .119 .132 -.370 -.454 .421 .377
子どもありダミー（子どもあり＝1） .474 .434 -2.092 *** -2.063 ** -2.224 *** -2.306 ***
学歴（基準：高卒以下）
大卒ダミー -.004 .041 -2.219 ** -2.347 *** 2.501 *** 2.541 ***
短大・専門卒ダミー .087 .074 -.383 -.308 .343 .410
職種（基準：事務）
職種（専門・技術） .175 .210 3.150 *** 3.270 *** 1.775 * 1.691 *
職種（管理） 1.846 *** 1.824 *** 7.776 *** 7.842 *** 2.920 *** 2.774 ***
職種（営業） 2.584 *** 2.588 *** .840 .689 -4.859 ** -4.674 **
職種（販売、サービス、その他） 2.604 *** 2.530 *** -.305 -.339 1.352 1.248
規模（基準：1000人以上）
　　規模250人未満ダミー -.023 -.002
　　規模250-500人未満ダミー .287 .313 -.610 -.698 1.882 ** 1.771 **
　　規模500-1000人未満ダミー -.191 -.201 -.673 -.835 -1.169 -1.261
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .529 .470 .902 .958 .164 .072
　　業種：卸売業・小売業ダミー .910 *** .914 *** -5.089 *** -4.958 *** .852 .751
　　業種：飲食・サービスダミー .479 .468 -1.249 -.940 .237 .335
　　業種：その他ダミー -.308 -.194 -1.000 -.848 .409 .436
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー -1.160 *** -1.066 *** .403 .371 .367 .432
短時間勤務制度ありダミー -.403 * -.430 * -2.362 *** -2.319 *** -.286 -.318
フレックスタイム制度ありダミー .012 .056 -.687 -.849 .106 .082
在宅勤務制度ありダミー -1.193 *** -1.178 *** .699 .479 1.012 .934
　　　  労働時間削減取組ダミー -.695 *** -.702 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ 1.924 *** 1.901 *** 2.395 *** 2.491 *** 1.959 *** 1.958 ***
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .152 .073 .202 .049 .096 -.343
仕事の特徴：連携・調整業務 -.070 -.158 -.414 -.372 .029 -.090
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .033 -.127 .127
上司の特徴：支援的な上司 -.313 ** -1.119 ** -.899 *
職場の特徴：助け合い職場 0.233 -1.126 ** -0.107
職場の特徴：付き合い残業職場 0.419 *** -0.117 0.272
サンプル数 7077 7106 977 977 1010 1010
調整済み R2 乗 .096 .099 .176 .173 .099 .096
 
 
注：有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満 
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18  日本の過剰就業に対する子どもの影響については、山口（2009）において掘り下げた分析が行われ
ている。  36
表 22  過剰就業意識に影響する要因 
（二項ロジット推計：労働時間を減らしたい＝1、それ以外＝0） 
日本 イギリス ドイツ
係数 係数 係数 係数 係数 係数
定数 -1.449 ** -2.179 *** -2.481 *** -1.678 * -3.204 *** -4.149 ***
性別ダミー(男性＝1） -.558 *** -.643 *** -.950 *** -.896 *** -.220 -.357
年齢（基準：20代）
年齢(30代ダミー） .115 .144 .361 .273 .452 .516
年齢(40代ダミー） .187 .219 * .857 *** .711 ** 1.025 ** 1.147 ***
年齢(50代以上ダミー） .490 *** .507 *** .634 * .536 .551 .693
配偶者ありダミー（配偶者あり＝1） .105 .089 .401 * .310 .403 .347
子どもありダミー（子どもあり＝1） -.089 -.064 .419 * .494 ** -.422 -.512
本人年収（対数） .017 .080
学歴（基準：高卒以下）
大卒ダミー .087 .106 .190 .209 .576 .621 *
短大・専門卒ダミー .141 .173 * -.022 .026 .482 .493
職種（基準：事務）
職種（専門・技術） -.085 -.098 .136 .170 .232 .137
職種（管理） .024 .034 .123 .201 -.466 -.606
職種（営業） .024 .033 .330 .407 1.723 ** 1.739 **
職種（販売、サービス、その他） .068 .061 -.203 -.260 -.244 -.387
規模（基準：1000人以上）
　　規模250人未満ダミー .029 .042
　　規模250-500人未満ダミー .073 .105 .056 -.041 .534 .408
　　規模500-1000人未満ダミー .095 .100 .228 .187 .584 * .507
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .124 .125 .739 .803 -.487 -.591
　　業種：卸売業・小売業ダミー .108 .079 .241 .359 .727 .646
　　業種：飲食・サービスダミー .065 .085 .580 * .721 ** 1.013 ** 1.112 **
　　業種：その他ダミー .025 .063 .649 * .712 ** .401 .409
週の労働時間（基準：40-45時間未満）
労働時間35時間未満ダミー .941 *** .910 *** -1.003 *** -1.100 *** -2.283 ** -2.432 **
労働時間35-40時間未満ダミー -.046 -.010 -.526 * -.612 ** -.778 -.858 *
労働時間45-50時間未満ダミー .141 .109 .002 -.049 .207 .165
労働時間50-55時間未満ダミー .644 *** .597 *** 1.118 *** 1.011 *** .249 .521
労働時間55-60時間未満ダミー 1.064 *** 1.023 *** .792 .837 1.389 ** 1.165 *
労働時間60時間以上ダミー 1.580 *** 1.543 *** .999 ** .979 ** .774 .675
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .071 .053 .066 .066 -.039 -.038
短時間勤務制度ありダミー .086 .061 .089 .148 -.591 * -.623 *
フレックスタイム制度ありダミー .146 ** .161 ** -.561 ** -.579 *** .079 .093
在宅勤務制度ありダミー .162 .117 .329 .235 -.446 -.513 *
　　　労働時間削減取組ダミー -.287 *** -.304 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ .209 *** .209 *** .144 .164 .039 -.024
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 -.045 -.049 -.138 -.092 -.263 -.644 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 -.012 -.030 .196 .248 * .441 * .403
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .023 -.121 -.250 *
上司の特徴：支援的な上司 -.235 *** -.221 * -.162
職場の特徴：助け合い職場 -0.160 *** -0.474 *** 0.438 *
職場の特徴：付き合い残業職場 0.122 *** -0.205 *** -0.038
サンプル数 6622 6650 977 977 1009 1009
-2 対数尤度 6942.8 6971.2 728.4 717.7 403.8 405.4
カイ 2 乗 542.9 *** 539.5 *** 123.0 *** 133.7 *** 73.1 *** 71.5 ***
 
注：有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満 
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(4) WLB 満足度 
  WLB に関する満足度は、 5 段階で回答を求めており、 順序プロビット回帰分析を行った。 
  労働時間の影響は大きく、3 カ国に共通して 50 時間以上については有意にマイナスの係
数を示している。特に日本では 45 時間以上の場合には、労働時間が長くなるほどマイナス
となる傾向が顕著であり、長時間労働が WLB 満足度を有意に低下させている。また、日本
は、イギリス、ドイツと異なり、35 時間未満の場合に WLB 満足度が低下するという点が
注目される。過剰就業意識においてもこの層では労働時間を減らしたいと考えていること
が明らかになっており、35 時間未満で働く者が、希望する時間短縮が実現できず、結果と





きる制度・施策の効果がみられている。いずれの国も、 「休業制度」 、 「短時間勤務制度」は
影響を及ぼしていない点も指摘したい。 
仕事や職場の特徴については、3 カ国に共通して、 「仕事の特徴：仕事量の多さ」がマイ


















表 23  WLB 満足度に影響する要因 
（順序プロビット推計：WLB 満足度について 5 段階で回答） 
 
日本 イギリス ドイツ
係数 係数 係数 係数 係数 係数
性別ダミー(男性＝1） .271 *** .339 *** .049 .023 -.003 -.039
年齢（基準：20代）
年齢(30代ダミー） -.070 -.080 * -.058 -.036 .149 .171 *
年齢(40代ダミー） -.078 -.105 ** -.021 .013 .100 .140
年齢(50代以上ダミー） -.153 *** -.174 *** .132 .120 .112 .121
配偶者ありダミー（配偶者あり＝1） -.109 *** -.099 ** .083 .121 .130 * .187 **
子どもありダミー（子どもあり＝1） .016 -.001 -.211 *** -.212 *** .064 .053
本人年収（対数） .081 * .036
学歴（基準：高卒以下）
大卒ダミー .002 .000 -.164 * -.102 .016 .029
短大・専門卒ダミー -.038 -.038 -.031 -.066 .149 * .105
職種（基準：事務）
職種（専門・技術） .010 -.001 -.078 -.143 -.108 -.072
職種（管理） -.039 -.039 -.082 -.104 .175 .216 **
職種（営業） -.040 -.046 -.379 ** -.303 * -.324 -.377
職種（販売、サービス、その他） -.130 * -.171 ** -.044 -.036 -.102 -.093
規模（基準：1000人以上）
　　規模250人未満ダミー -.087 -.103 *
　　規模250-500人未満ダミー -.121 ** -.132 ** -.100 -.069 .051 .073
　　規模500-1000人未満ダミー -.144 ** -.157 ** -.037 .018 -.013 .013
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .157 * .149 .155 .138 .490 ** .464 **
　　業種：卸売業・小売業ダミー -.089 *** -.072 ** -.091 -.159 .050 .078
　　業種：飲食・サービスダミー -.069 -.065 -.037 -.148 -.009 -.023
　　業種：その他ダミー -.103 -.159 ** -.075 -.136 .028 .018
週の労働時間（基準：40-45時間未満）
労働時間35時間未満ダミー -.589 *** -.565 *** .516 *** .600 *** .294 *** .300 ***
労働時間35-40時間未満ダミー .096 * .059 .266 *** .304 *** .020 .072
労働時間45-50時間未満ダミー -.148 *** -.134 *** -.093 -.008 -.328 *** -.387 ***
労働時間50-55時間未満ダミー -.449 *** -.434 *** -.436 *** -.326 ** -.308 ** -.352 ***
労働時間55-60時間未満ダミー -.788 *** -.777 *** -.904 *** -.960 *** -.412 * -.395 *
労働時間60時間以上ダミー -1.121 *** -1.098 *** -.705 *** -.625 *** -.718 *** -.807 ***
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .008 .006 .107 .090 .016 -.015
短時間勤務制度ありダミー .026 .031 .141 .088 .131 .129
フレックスタイム制度ありダミー -.037 -.047 .098 .149 * -.097 -.030
在宅勤務制度ありダミー .033 .032 .108 .191 ** .279 *** .288 ***
　　　労働時間削減取組ダミー .127 *** .149 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ -.355 *** -.359 *** -.128 ** -.161 *** -.225 *** -.264 ***
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .151 *** .156 *** .261 *** .262 *** .299 *** .385 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .025 .037 ** .027 .013 .023 -.010
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 -.049 *** .033 .073 **
上司の特徴：支援的な上司 .231 *** .387 *** .477 ***
職場の特徴：助け合い職場 .207 *** .516 *** .479 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 -.092 *** -.007 .052 *
サンプル数 6611 6639 977 977 1010 1010
-2 対数尤度 17857.9 *** 17937.7 *** 2542.7 *** 2541.8 *** 2570.4 *** 2603.8 ***
擬似R2 乗 .248 .249 .292 .292 .276 .252
 







































年齢(50代以上ダミー） -.140 -.222 *
配偶者ありダミー（配偶者あり＝1） -.055 -.024
子どもありダミー（子どもあり＝1） .206 ** .145 *
本人年収 .715 *** .641 ***
学歴（基準：高卒以下）
大卒ダミー .024 .025
短大・専門卒ダミー -.145 * -.147 *
職種（基準：事務）
職種（専門・技術） -.124 -.162 *
職種（管理） .152 * .106
職種（営業） .041 -.019




　　規模500-1000人未満ダミー -.212 -.252 *
業種（基準：製造業）
　　業種：鉱業・建設業ダミー .301 .288











休業制度ありダミー .176 * .154 *
短時間勤務制度ありダミー .139 ** .173 ***
フレックスタイム制度ありダミー -.033 -.059
在宅勤務制度ありダミー -.055 -.037
　　　労働時間削減取組ダミー .356 *** .427 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ -.086 ** -.131 ***
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .523 *** .569 ***






調整済み R2 乗 .221 .196  
注：有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満  41
(6)  職場のパフォーマンスに関する主観判断 
最後に、組織にとっての効果として、職場のパフォーマンスに関する主観指標をとりあ
げる。職場のパフォーマンス判断は、次の 6 つの項目をとりあげ、 「そう思う」から「そう
思わない」までの 5 段階の判断を目的変数とする順序プロビット回帰分析を行った。 
 
①  職場の業績はよい 
②  職場のメンバーは仕事を効率的に行っている 
③  職場のメンバーの仕事に対する意欲は高い 
④  職場のメンバーの職場に対する満足度は高い 
⑤  職場のメンバーは職場に貢献しようとする意識が高い 






コントロール変数とした。表 25 には、企業の WLB 関連制度・施策の実施と仕事や職場の
特徴の係数を掲載しており、それ以外のコントロール変数は省略している。 












                                                  
19  「職場の部門」は、「人事・総務・経理・広報」「企画・調査」「研究・開発・設計」「情報処理」「営業」「販
売・サービス」「建設、生産、運輸など」「その他」の 8 部門のダミー変数である。 
20  「職場のサイズ（職場の人数）」は、所属する職場における正社員とそれ以外の社員（派遣社員や請





日本で 6 項目すべてに有意にプラスであるのが、 「仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の







性」 「上司の特徴：支援的な上司」 「職場の特徴：助け合い職場」の 3 つの変数は、すべて
の項目に有意にプラスの影響を及ぼしている。   
  43
表 25  職場のパフォーマンスについての判断に影響する要因 
（順序プロビット推計：各項目について 5 段階で回答） 
【日本】 
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .050 .040 .033 .022 .101 ** .090 **
短時間勤務制度ありダミー -.015 -.011 -.012 -.019 .043 .042
フレックスタイム制度ありダミー .069 ** .069 ** .012 .006 .036 .032
在宅勤務制度ありダミー -.121 ** -.113 ** -.099 ** -.088 * -.075 -.066
　　　労働時間削減取組ダミー .087 *** .078 *** .117 *** .112 *** .096 *** .093 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ .003 .005 -.051 *** -.055 *** .000 -.007
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .195 *** .181 *** .205 *** .176 *** .173 *** .150 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .000 .004 -.017 -.015 .033 * .042 **
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .031 *** .013 .025 **
上司の特徴：支援的な上司 .196 *** .399 *** .467 ***
職場の特徴：助け合い職場 .259 *** .529 *** .593 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 -.004 -.020 ** -.013
サンプル数 7551 7581 7555 7586 7556 7587
-2 対数尤度
擬似R2 乗 .066 .072 .146 .172 .169 .193
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .043 .033 .074 * .066 .059 .049
短時間勤務制度ありダミー .042 .044 .066 ** .064 ** .115 *** .101 ***
フレックスタイム制度ありダミー .077 *** .072 ** .026 .024 .019 .008
在宅勤務制度ありダミー -.069 -.054 -.003 .009 -.040 -.050
　　　労働時間削減取組ダミー .117 *** .121 *** .111 *** .120 *** .139 *** .141 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ -.082 *** -.090 *** -.010 -.026 -.132 *** -.137 ***
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .233 *** .221 *** .159 *** .152 *** .232 *** .198 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .010 .022 .056 *** .069 *** .015 .018
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .032 *** .022 * -.076 ***
上司の特徴：支援的な上司 .461 *** .507 *** .417 ***
職場の特徴：助け合い職場 .512 *** .572 *** .551 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 -.016 -.003 -.125 ***
サンプル数 7548 7579 7552 7584 7555 7586
-2 対数尤度
擬似R2 乗 .186 .185 .191 .194 .186 .225














有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満  44
【イギリス】 
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー -.059 -.081 -.020 -.072 -.065 -.073
短時間勤務制度ありダミー .150 * .103 .172 * .117 .168 * .126
フレックスタイム制度ありダミー .046 .098 .095 .135 * .140 * .205 ***
在宅勤務制度ありダミー -.063 .009 -.169 ** -.087 -.073 .034
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ .073 .038 .068 .020 -.016 -.077
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .189 *** .185 *** .219 *** .202 *** .193 *** .233 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .027 .019 -.031 -.062 .033 .004
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .053 -.015 .048
上司の特徴：支援的な上司 .423 *** .481 *** .624 ***
職場の特徴：助け合い職場 .587 *** .688 *** .698 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 -.016 .032 .065 **
サンプル数 979 979 979 979 979 979
-2 対数尤度
擬似R2 乗 .212 .221 .228 .262 .332 .295
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .074 .042 -.012 -.050 .013 .040
短時間勤務制度ありダミー .100 .044 .261 *** .212 ** .133 .116
フレックスタイム制度ありダミー .173 ** .226 *** .044 .096 .677 *** .712 ***
在宅勤務制度ありダミー .022 .127 .087 .180 ** .273 *** .326 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ -.100 ** -.157 *** -.003 -.055 -.087 * -.116 **
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .215 *** .223 *** .253 *** .254 *** .325 *** .362 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .091 * .052 .116 ** .088 * .007 .000
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .037 .020 .115 ***
上司の特徴：支援的な上司 .549 *** .521 *** .329 ***
職場の特徴：助け合い職場 .726 *** .705 *** .346 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 .080 *** .037 .057 **
サンプル数 979 979 979 979 979 979
-2 対数尤度
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【ドイツ】 
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .272 *** .227 ** .081 .042 -.019 -.050
短時間勤務制度ありダミー .162 * .120 .134 .107 .097 .090
フレックスタイム制度ありダミー -.112 -.062 .017 .090 -.022 .081
在宅勤務制度ありダミー .173 ** .165 ** .183 ** .172 ** .232 *** .218 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ .174 *** .136 ** .089 .048 .001 -.051
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .230 *** .224 *** .280 *** .307 *** .107 * .198 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 -.007 -.046 -.036 -.090 .049 -.023
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .008 .060 * .058 *
上司の特徴：支援的な上司 .447 *** .479 *** .689 ***
職場の特徴：助け合い職場 .671 *** .652 *** .739 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 -.031 .033 .072 **
サンプル数 1012 1012 1012 1012 1012 1012
-2 対数尤度
擬似R2 乗 .222 .259 .241 .257 .303 .279
係数 係数 係数 係数 係数 係数
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー .024 -.016 .030 -.022 .170 * .147
短時間勤務制度ありダミー .131 .109 .150 * .111 -.142 -.147
フレックスタイム制度ありダミー -.151 * -.057 -.059 .020 .571 *** .597 ***
在宅勤務制度ありダミー .214 *** .202 *** .184 ** .172 ** .367 *** .368 ***
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ -.022 -.069 .071 .020 -.119 ** -.136 **
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 .191 *** .268 *** .179 *** .199 *** .502 *** .570 ***
仕事の特徴：連携・調整業務 .021 -.037 .054 -.002 .025 .017
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 .079 ** .035 -.024
上司の特徴：支援的な上司 .627 *** .562 *** .392 ***
職場の特徴：助け合い職場 .717 *** .789 *** .330 ***
職場の特徴：付き合い残業職場 .049 .004 -.036
サンプル数 1012 1012 1012 1012 1012 1012
-2 対数尤度
擬似R2 乗 .279 .264 .246 .279 .335 .318














有意水準：*は 10％未満、**は 5％未満、***は 1％未満  46

































                                                  



































欲や職場貢献意識にプラスとなっており、 このような仕事や上司の状況が常に WLB の実現
を阻むわけではないようである。  48
























休業制度ありダミー -+ + ( + )
短時間勤務制度ありダミー -+ + +
フレックスタイム制度ありダミー ++ +
在宅勤務制度ありダミー -- -
　　　労働時間削減取組ダミー - - + + + + ++++
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ ++ -- - - -
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 + + + + ++++
仕事の特徴：連携・調整業務 (+) + + +
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 - + +++-
上司の特徴：支援的な上司 - - + + + + ++++
職場の特徴：助け合い職場 - + + + + ++++




短時間勤務制度ありダミー - （+） （+） （+） +
フレックスタイム制度ありダミー - （+） （+） + + +
在宅勤務制度ありダミー （+） （-） （+） +
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ +- - -
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 + + + ++++
仕事の特徴：連携・調整業務 （+） （+） +
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 +
上司の特徴：支援的な上司 - - + + + ++++
職場の特徴：助け合い職場 - - + + + ++++
職場の特徴：付き合い残業職場 -+ + +
（ドイツ）
制度・施策の実施ダミー（有＝1）
休業制度ありダミー +( + )
短時間勤務制度ありダミー - （+） (+)
フレックスタイム制度ありダミー (-) +
在宅勤務制度ありダミー （-） + + + + + + +
仕事や職場の特徴
仕事の特徴：仕事量の多さ +- + -
仕事の特徴：職務明確性、職務遂行の裁量性 （-） + + + + + + +
仕事の特徴：連携・調整業務 （+）
上司の特徴：残業や休日出勤を評価 -+ + + +
上司の特徴：支援的な上司 - + + + ++++



















8.  結論と考察 











と、日本の企業は、WLB への取組の重要性については、他の 4 カ国と同レベルもしくはそ
れ以上に認識しているが、実際の取組に関しては必ずしも高い評価をしていない。さらに



































































エネルギーを注ぐことができないとすると、 従業員の WLB の実現そして効率的な職場運営
に支障をきたすことになりかねない。 
また、管理職に関しては、時間管理をしないことから、例えば 2010 年 6 月に施行された
改正育児・介護休業法における所定労働時間の短縮措置を講じなくてもよいこととなって
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1.  仕事、上司、職場の特徴に関する合成指標の作成について 
従業員調査において、仕事の特徴について 10 項目、上司の職場管理の特徴について 12
項目、職場の特徴について 9 項目をあげ、 「あてはまる」から「あてはまらない」までの５
段階評価を求めている。本分析では、日本の従業員調査結果を用いて、これらの項目を集
約するために、因子分析により類似した項目をまとめている。各項目について、 「あてはま
る」を 5 点、 「あてはまらない」を 1 点として各項目の点数を足し上げて項目数で除して平























と考えられたが、信頼性係数（Cronbach  のアルファ）が.479 と低いため、因子負荷
量の高い項目 1 つを採用した。 ） 
・残業や休日出勤に応じる人が高く評価される 
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子と考えられたが、信頼性係数（Cronbach  のアルファ）が.549 と低いため、因子負
荷量の高い項目 1 つを採用した。 ） 
・仕事が終わっても周りの人が残っていると退社しにくい 
 